２０１６年度運動方針（運動の基調部分）
１　はじめに
　高齢者の世代を四季に例えれば、草木が鮮やかに色づき、実を結び、鈍い命の光を放つ秋です。また、幾多の時代を越えて連綿として受け継がれてきた、また受けつないでいく「命」を心の奥底で感じるとる世代でもあります。だからこそ命の尊さを知り、生きとし生けるものの存在を尊いと感じ、「一人の命は全地球よりも重い（Ｓ23　最高裁判決文）」）との言葉をそのまま受け入れることのできる世代でもあります。
　しかし、「今」という時代は、国家の力が第一、人の命は、国の力を支えるひとつの柱と考える、いわゆる国家主義的な思想がまかりと通る時代となっています。
私たちは、悲惨な敗戦を経験した世代として、命の尊さを基本に置き、高齢者運動を進めてゆくことが肝要であり、次世代、次々世代に対する責任の取り方だと考えます。
　犬の「小百合」には生きる力を教えられ、孫の「慧坊」には命の輝きを教えられる。　安倍さんには人間のバカさ加減を教えられ、高倉健さんには「生きる切なさ」を教えられ、マララさんには「人間の強さ」を教えられる。ものみな私の先生、私の師匠。
（某氏の今年の年賀状から）
２　憲法違反の安保関連法と改悪派遣労働法
　（１）14年末、唐突に行われた解散総選挙以降、安倍自民党・公明党連立政権は、「特定秘密保護法」等の法律・政令を制定・改悪し、15年9月19日未明、ついに「安全保障関連法案」を可決・成立させました。
　　　　この法律の国会審議、反対運動を通し、何が明らかになったのかもう一度振り返り、大切なことを記載します。
　　　ア　一般的には、前のめりの姿勢で臨んだ安倍内閣の動機は、アメリカの強い要請とのことであったが、実は、安倍内閣の国家像とアメリカの要請の一致した結果であったこと。
　　　イ　集団的自衛権行使の三要件は、単なる目くらましで、狙いは、「何時、何処でも米軍と一体となって自衛隊を展開できるようにすること。後方支援とは、米軍と一体となって、戦争を遂行する兵站以外の何物でもないこと。
ウ　多くの世論調査で国民の過半数が反対か疑問を呈したにも関わらず安保関連法案の成立を強行した自民党は、民主主義政党ではないこと。公明党も同罪であること。
エ　最高裁の元長官をはじめ圧倒的多数の法律専門家等が憲法違反、戦争法と指摘したにも関わらず成立に突き進んだのは、学問の否定であり、歴史的事実の否定であり、何よりも知性の否定であること。
　　　　　　　　もう泣かないで坊や　あなたは強い子でしょう
　　　　　　　　もう泣かないで坊や　ママはそばにいるの
　　　　　　　　あなたのパパは強かった　とても優しかった
　　　　　　　　だけど今は遠い　遠いところにいるの
　　　　　　　　　　　　　　　　愛する人に歌わせないで
　　　　　　　　　　　　　　　　　作詞・作曲　　森田公一　　歌　森山良子
（２）　安倍政権は、産業競争力回復の名のもと、生涯派遣労働を可能にする労働者派遣法を9月11日、強引に可決・成立させました。さらに、9月30日を施行日とした慌てぶりの背景には、民主党政権時代に改正された法が3年を超える派遣が違法とされ、施行日が10月1日と迫っていたことがあります。このどたばた改悪劇は、もちろん財界の強い要請があったためでありますが、安保法制と同様、学問の否定であり、歴史の否定であり、知性の否定であります。
派遣労働者は、景気の調節弁的役割を担わされ、身分保障のない、スキルも身に付かず、低賃金を余儀なくされています。
社会的格差が大きな課題とされている今日、派遣労働法の改悪は、時代を逆行するもので、労働者のモラル低下を招くとしか考えられません。
私達は、子や孫をもつ世代として、若者から「夢と希望」を奪う悪法に対し、渾身の力を込めて、今後も反対の意思表示をしていく必要があります。
また、私達は、安倍自民党・公明党連立政権が派遣労働法の改悪の他、次の労働基準法等の改悪を企てていることを念頭に、春闘など諸行動に対応することが求められています。
ア　いくら残業しても割増賃金が一切支払われない「残業代ゼロ法案」。
イ　どんな違法な解雇でも文句ひとつ言えない、労働者を格子なき牢獄に貶める「解雇規制緩和法案」。
３　庶民に犠牲のみを強いるアベノミクスの終焉
　8月10日に発表された、4月～6月の実質国内総生産（ＧＤＰ）は年率換算でマイナス1.2％減、個人消費は前期比0.7%減、輸出は4.7%減であることが明らかになりました。
こうした日本経済の景気動向は、9月25日に公表された月例経済報告でも、景気判断を実質的に引き下げるなど８月の調査結果を追認する形となりました。また、一時2万1000円に届く勢いであった株価も、中国経済の悪化が表面化したのを機に、一挙に暴落、その後も乱高下を繰り返す不安定な状況にあります。
　　さらに、日銀が金融機関から国債を買い、「円」をバラ撒くアベノミクスは、アメリカの利上げを機に円の暴落も憂慮されますが、国内需要を喚起する方策を怠り、円安効果による外需依存に頼ってきた安倍政権の経済政策は、既に先が見えたと言っても過言でないように思います。
３　被災者目線の復興支援そして原発

（１）大震災の復興は未だ
東日本大震災から早くも４年半、未だに避難者の数は全国で19万9,000人、復興住宅やインフラ整備もまだまだという状況にあります。
私達は、被災者に「心の支援」を柱とした粘りづよい支援がまだまだ必要だと考えますが、被災者の心を置き去りにした土建業目線の復興事業になっていないか、復興税の使われ方に対しても監視の目を緩めないことが必要です。
　　また、9月4日~5日にかけて茨城県等を襲った集中豪雨により大きな被害が発生したことは記憶に新しいところですが、大震災以降、毎年のように起こる大きな自然災害に対しては、①　地球温暖化の原因とされる温室効果ガスの削減政策に誤りはないのか、　②「先人の知恵」が活かされていたのか、③　大自然の猛威に、コンクリートは対抗しうるのか　④「逃げるが勝ち」の言葉が忘れられてはいないか等を深く心に刻み、「備えあれば憂いなし」との格言を実践に移していくことが肝要です。
（２）　原発に未来はあるのか
　　福島第一原発事故から4年半、未だに故郷を追われ、戻りたくとも戻れない人は12万人。ガレキ撤去も完全ではないことや放射性廃棄物を埋蔵する場所さえ未だ決まっていないこと、そして最終処理まで何十年かかるか分からないこと等を考えると、原発とは人間にとって何なんだろうとの疑問にとらわれます。　そして、最大の問題は、青森県六ケ所村に溜まり続ける「原発廃棄物」で、これを考える時、背筋が寒くなるような感覚に襲われます。
　　しかし、この事故の責任は、日本のエネルギー施策を原発に集中させ、経済不況のたびに、原発建設を景気浮揚策の第一に挙げてきた日本政府にこそあります。
こうしたなか、世論調査でも再稼働に反対する人が過半数を越す8月、川内原発が再稼働しました。安倍自民党・公明党連立政権は、やはり民主主義の破壊者、国民の命を粗末に扱う民主主義とは相いれない政党と考えます。
新産業の育成が求められている今、再生可能な自然エネルギーの利用システムを構築し、火力発電所の地球温暖化ガスの排出量削減の研究などが強く求められることは言うまでもありません。
４ボーダレスの競争社会と社会の崩壊さえ危惧される少子・高齢化
（１）「弱肉強食社会」から「共生社会」へ
　　　昨今のニュースをみると、次々に起こる凄惨な事件、高齢者をだます詐欺事件、これが安倍首相の繰り返す「法が支配する日本」、「美しい日本」かと疑念が湧くと同時に、汚水が浸み出すように取り返しのつかない社会の地殻変動が起こっている不安に駆られます。
　　　これらのことは、確かに一朝一夕に解決出来るものではなく、幾つかの要因が重なり合って起こる事件と思われますが、ボーダレスな競争社会が大きく関係しているように考えられます。
規制緩和の陰で、幼稚園児から老人社会まで、かつては考えられないほどのボーダレスな競争が繰り広げられています。「激烈な進学競争」「企業間競争」のもとで、神経をすり減らす子供達、労働者達。これぞグローバリズムの到達点であります。
また、日本社会の格差拡大は、子供の教育格差まで懸念され、「競争社会」から取り残された多くの国民の心の乱れが社会不安の一因となっていることは否定のしようがありません。
「弱肉強食」から「共生の社会」への転換が根本的な解決の道筋だと確信します。
（２）日本社会の最大の課題は人口減少社会の克服
　　　日本の高齢化についての統計を見ると、65歳以上の割合は25.1%で、今後も増加を続け、2055年の高齢化率は39.9%、実に4人に1人が高齢者という戦慄すべき状況となります。
　　　また、人口動態統計によると、2014年の合計特殊出生率（その年次の15歳～49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、女性が一生の間に産むと仮定した子供の数））は、1.42で、昨年を0.01ポイント下回り、過去最低を記録しました。
世界に例を見ない少子高齢社会の進展は、人口減少社会の出現であり、増え続ける医療費と介護費、労働者不足の問題であります。このまま人口が減少の一途を辿ったならば、日本が崩壊するといっても過言ではありません。
これに対し、政府は、相も変わらない産業基盤の整備、企業減税・国民増税、非正規雇用の増大の政策を推し進め、安倍首相は、戦前回帰の政策を旗印にしているのですから、開いた口が塞がらないというものです。
出生率向上には、ワークライフバランスの推進や非正規雇用の正規雇用化など格差社会の是正の推進などが挙げられますが、基本的には、「子供を持つことは、自身の一生を心豊かにするもの」であり、「命を受け継ぎ、受けつなぐ」ということを除いて、人間社会は考えられないという社会的気風を育ることでしょう。
３充実よりも劣化が危惧される社会保障
　（１）拡大する貧困と格差
　　　不安定雇用の増加や傷病や失職、高齢化等で生活保護受給者や生活困窮者が増えつつあります。2015年4月から連合などの要求により「生活困窮者自立支援法」が制定され、就労・就学支援、生活支援事業が始まりました。
　しかし安倍政権は、派遣労働法を改悪し、生涯派遣を可能にする労働者派遣法を改悪し、残業代ゼロや解雇の金銭解決などを規制緩和する法案の成立を目論むなど、不安定雇用・低賃金労働者を増大させる真逆の道を探っています。
　　「日本は、仕事をすることが貧困化率を下げることにならない
唯一の国」　　　　　ケネディ駐日アメリカ大使
（２）何であったのか消費税の値上げー1.5兆円の社会保障費の削減方針―
　　　高齢化が進展すれば、年金・医療・介護などの費用がかさむことは当然ですが、政府・与党が本年6月に閣議決定した「経済税制運営と改革の基本方針」は、「社会保障費の自然増額を今後3年間で1.5兆円程度抑える」としています。
　　　もしこれがそのまま実施されるとすれば、各種保険給付の大幅な引き下げはいうまでもなく、制度そのものの存立基盤さえ失いかねません。
　　　社会保障の分野では課題が山積しており、一時の猶予も許されません。特に、2025年を目途に「医療・介護を在宅で24時間対応する」との「地域包括ケアシステム」の構想実現に向けて、国を挙げて取り組むことが強く求められています。
（３）マクロ経済スライドの名目下限方式の堅持を
　　　2012年8月に成立した被用者年金一元化法等一連の年金改革法により国民年金の制度改革が行われました。しかし、今年度から実施に移された「マクロ経済スライド」については、現受給世代と将来受給世代の受給水準の公平性が危惧されることから名目下限方式の堅持を求める必要があります。
また、安倍政権が株価維持対策等経済財政計画に位置付けたてＧＰＩＦ年金積立金の株式投資比率の拡大、ハイリスク運用拡大については、極めて問題のある方針転換で、断固中止すべきと考えます。
　　　　　　我々の大切な年金基金が、一部の禿鷹どもの餌食になって
たまるか！
（３）地域包括ケアシステム構想の準備は進んでいるのか
　　　ア　国民皆保険制度を危うくする「患者申し入れ制度」
　　　　2008年4月に発足した後期高齢者医療制度は、民主党政権下で新制度創設に向けた方針のまとめが行われましたが、残念なことに政権交代により存続方針となりました。私たちは、廃止要求を堅持し、内容的に可能な事項から実現することを視野に入れた粘り強い取り組みが必要です。
　　また、小泉政権以来、「支払能力のあるものだけが医療を受ければ良い」との主張の下に「混合医療」の拡大が主張され、第189国会で「患者申し出医療制度」が可決されました。
　　　　「必要あるものが治療を受ける」公的皆保険制度を堅持するため、力を結集することが必要です。
　　イ　地域包括ケアシステムと医療
　「社会保険制度改革国民会議」は、地域医療重視への転換を図るため、消費税増税分を財源とし新設する基金と診療報酬による誘導を提言し、これをもとに地域包括ケアシステムの構築を図る「医療介護総合確保推進法」が14年6月成立しました。
医療関係では①　基金の創設、②　地域医療構想による提供体制確保等が実施に移されつつあります。これらを実現するために計画策定に必要な人材とデータ整備、医師・看護師等の確保とともに、在宅生活を支える介護・福祉との連携が必要となってきます。
ウ　地域包括ケアシステムと介護
　　　地域包括ケアシステムの構築という観点を中心に社会保障審議会保険部会は、「給付抑制と費用負担の拡大」を内容とする報告をしました。これをもとに提案可決された医療介護総合確保のなかの介護保険法改正の主要な内容は、「給付の重点化」としては、
①　要支援者の予防給付（訪問介護・通所介護）を介護保険給付から除外し市町村の「地域支援給付」に移行させる。（2015年4月から3年かけて）
②　特養の入所者を原則要介護3以上に限定する。（2015年4月から）
③　サービス利用時の利用者負担を合計所得160万円以上（単身で年金収入のみの場合は、年収で280万円以上）は2割とする。（2015年8月から）
④　特養や老健の入所者への食費・住居費の補足受給資格に資産要件を勘案する。（預貯金は、単身で1,000万円、夫婦で2,000万円は補助対象から除外・2015年8月から）
等としています。
　　　　また、「サービスの充実」としては、地域包括ケア体制強化のため、医療との連携や認知症ケア体制の強化、地域包括支援センターの機能強化とサービスコーディネイターの配置等となっています。
退職者連合としては、介護保険利用者の権利に逆行する①～③等については反対してきました。特に予防給付の市町村事業移行については、多くの自治体で退職者組織が反対の申し入れ行動を実施し、確実に問題提起の役割を果たしています。
　　介護保険制度改定に続き、15年4月には各市町村で第6次介護事業計画が策定・スタートするとともに介護報酬が改定されました。この間僅かずつながら引き上げられてきた報酬は今回4.48%も引き下げられました。
政府は、処遇改善やサービス充実と相殺して2.27％引き下げたと説明していますが、処遇改善加算は従来よりも加算要件が厳しくなっており、活用しにくくなっています。また、予防通所介護の報酬が20%減となる等基本報酬の減額が顕著です。「地域・在宅で安心して暮らし続ける」ことを基本に地域・医療基盤の整備と連携して自治体に」対する働きかけが求められています。
４　戦後70年を迎え、今なすべきことは
　（１）安倍首相大見得を切った新成長三本の矢とは
　　　　9月24日、安保法案が成立したのを機に安倍首相は、「新経済成長三本の矢」を発表しました。
　　　　この三本の矢とは、誰でもが家庭や職場や地域でもっと活躍できる『一億総活躍社会』をつくるために、①ＧＤＰ600兆円の達成を目指す　②保育所待機児童ゼロや幼児教育無償化、3世代同居拡大の支援策で希望出産率1.8の実現、③10万人ともいわれる介護離職をゼロにするというものです。これから具体策が発表されることになっていますので、それを待ちたいと思いますが、中身は容易に想像が付くもので、景気の良い言葉を投げつければ、国民は踊ると考えていると思わざるを得ません。
　　　　一体、安倍自民党・公明党連立政権は、来るべき近未来社会の国家像をどう考えているのかと危惧の念が募ります。
「言葉だけが踊るむなしさ」　　（朝日新聞社社説）
（２）戦後70年、日本は帰路に立っています。日本国憲法の定める平和主義の道を歩むのか、世界的な緊張を高め「いつ、どこでも同盟国と組んで戦争を仕掛ける」国を歩むのかの選択であり、グローバリズムの下、競争原理を基本とした新古典派経済学を信奉して、「乱暴な資本主義」の道を歩むのか、「競争よりも協調」、「弱肉強食」よりも「共生」の道を歩むのかの岐路であります。
　　　私達シニア連合は、憲法の定める平和主義を愛し、「弱肉強食」を廃し、「共生」の道を探る「行儀の良い」資本主義の国を選択します。
（２）「命を受けついできた」また「受け継がれる命」に想いを致し、「出生率の向上」に向けた社会的気風を育て、「地域包括ケアシステム」など目前に迫った超高齢社会への準備万端怠りないよう更なる運動を展開していかなければなりません。
（３）介護保険法の制定目的とも言われる「介護の社会化」、「子供は社会の宝」との格言に思いを致し、「地域社会」の力を育て上げていく気風を育て上げることが大切です。
　　　また、少数の限られた女性のみが輝くのではなく、多くの女性が輝く時代の到来を願い、議論を積み重ねていくことが大切です。
（４）　安倍自民党・公明党内閣の暴走を食い止めるために、先ずは今から来年7月の参議院議員選挙の投票率を上げなければなりません。連合、野党一丸となって、明日からでも国民運動として強力に展開していきましょう。
そのうえで、憲法無視、知性の否定に走る安倍政権の暴走を止めるため、何が何でも来年の参議院議員選挙の勝利するため、「神奈川シニア連合」一丸となって取り組みを強化していきましょう。
　　　　　思えば遠く来たもんだ　　十二の冬のあの夕べ
　　　　　港の空に鳴り響いた　　　汽笛の湯気は今いずこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　中原　中也　「頑是ない歌」より
